
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計

令和06年06月21日(金)

令和9年度

・障害者総合支援法

■ □

60,141,000 58,714,000

障害福祉課 担当係 支援第二係 管理番号 26151障害者自立支援医療費給付事業

健康でいきいきと暮らせるまち

障害者福祉の推進

令和7年度

民生費

148,415,576

更生医療費の給付
育成医療費の給付

0

238,524,450

4,180,450.00

0.50

58,165,394

0

175,995,725

令和5年度 令和6年度

244,238,450

4,180,450.00

大項目

小項目

1

障害者自立支援医療費給付事業は障害者の日常生活の便宜を図るため、障害の軽減や社会生活の円滑化に効果のある
医療を県が指定する医療機関で給付する事業である。また、埼玉県が実施する精神通院医療の給付決定にあたり、申
請書等を県へ進達する事務を行うものである。

県支出金 35,865,136 42,039,593 59,972,000 58,543,000

社会福祉総務費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

119,945,000

社会福祉費

更生医療給付…１８歳以上の身体障害者手帳所持者。育成医療給付…１８歳未満の障害児。精神通院医療給付…精神
疾患を有し、通院による精神医療を継続的に要する人

事務事業

3

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

149,026,000

70,483,604 75,790,738

175,995,725

区分

事務事業評価表
１．基本事項

0.12 0.50

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

障害者自立支援医療費給付事業

障害者の経済的・精神的負担を軽減し、もって福祉の増進を図る。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

医療費の一部又は全額を給付する。

成果
※何を求めるか

適切な医療を受けることにより、障害の軽減や社会生活の円滑化につながる。

中項目 3 地域で支え合って生活できるまちづくり

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

154,317,744 176,956,945

5,902,168.00 961,220.00

0.75

117,087,000事
業
費 地方債

年度別計画

201,569,000 240,058,000

0

決算額

国支出金

42,066,836

0

更生医療費の給付
育成医療費の給付

更生医療費の給付
育成医療費の給付

234,344,000

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

更生医療の支給決定、給付

育成医療の支給決定、給付

精神通院医療の進達業務

執行体制

項 目



件

243.00

本人等からの申請によるもののため、目標の設定はできない。　/　国県負担金収支精算内訳書

　

令和
7年度

令和
8年度

254.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

本人等からの申請によるもののため、目標の設定はできない。　/　国県負担金収支精算内訳書

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 支援第二係長　小林　尚代

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

・申請に基づき、更生相談所への判定依頼及び支給決定事務を適切に行う
ことができた。
・更生医療の更新申請については、電子申請を取り入れ、事務の効率化を
図った。

B

A

・申請者からの事前申請、医療機関との事前調整、更生相談所との連携に
より、給付を必要とする人へ適切に給付ができている。
・給付決定件数は270件であった。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 支援第二係長　小林　尚代

・申請者は医療機関等が作成する意見書等を準備し、市へ申請する。市は
身体障害者更生相談所に要否判定を求め、その判定結果に基づいて支給決
定を行う。
・支払決定実人員数は年々増加している。

実績値の算出式

277.00 270.00

　

　

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

実績値

目標値

成果指標１

単
位

人

３．評価指標

評価評価の観点区分

　

目標値

実績値

区分

更生医療支払決定実人員

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

更生医療費給付決定件数 目標値

実績値

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

支援第二係 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

障害者総合支援法に基づく制度であり、障害者及び障害児の医療費負担の
軽減に繋がっているため、今後も継続して実施する。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 障害福祉課長　浅田　朱美

評価の内容説明

26151事務事業 障害者自立支援医療費給付事業 担当課 障害福祉課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 更生医療支払決定実人員

区分 成果指標１ 指標名 更生医療費給付決定件数

235

240

245

250

255

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

265

270

275

280

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


